
○第１回 4月27日 「子ども子育て新システムの基本的方向」をとりまとめ
○第２回 6月25日 「子ども子育て新システムの基本制度案要綱」をとりまとめ（6月29日少子化社会対策会議決定）

○平成２０年３月より、次世代育成支援のための
新たな制度設計に向けた検討を開始

○平成２１年２月２４日に第１次報告のとりまとめ
○平成２１年１２月２５日に議論の整理

【民主党マニフェスト2009（抄）】
○「社会全体で子育てする国」「安心して子育てと教育ができる政策」
・ 安心して子どもを生み、次代を担う子ども一人一人の育ちを社会全体で応援する
→ 子ども手当１人当たり年31万2000円（月額2万6000円）を中学校卒業まで支給

・ 縦割りになっている子どもに関する施策の一本化し、質の高い保育環境を整備
→ 空き教室などの活用による保育所の増設、保育ママの増員等の待機児童解消
→ 子ども家庭省（仮称）の設置の検討

○幼保一体化を含めた保育分野の制度・規制改革
幼保一体化を含め、新たな次世代育成支援のための包括

的・一元的な制度の構築を進める。
このため、主担当となる閣僚を定め、関係閣僚の参加も得

て、新たな制度について平成２２年前半を目途に基本的な
方向を固め、平成２３年通常国会までに所要法案を提出す
る。

（ア）利用者本位の保育制度に向けた抜本的な改革
（イ）イコールフッティングによる株式会社・ＮＰＯの参入促進
（ウ）幼保一体化の推進

次世代育成支援の構築に向けた検討経緯

社会保障審議会少子化対策特別部会

明日の安心と成長のための緊急経済対策
（平成２１年１２月８日閣議決定）

政権与党の政策

子ども・子育て新システム検討会議（平成２２年１月２９日少子化社会対策会議決定）

○次世代育成支援のための検討の場にお
ける幼保一体化等を含む新たな次世代
育成支援の検討を進めることとあわせて、
地域主権を進める観点から、サービス給
付等に係る国と地方の役割分担を検討

平成22年度予算における
子ども手当等の取扱いについて

（四大臣合意）
○ 幼保一体化の推進、利用者本位の保
育制度に向けた抜本的な改革、
各種制度・規制の見直しによる多様な事
業主体の参入促進等による待機児童解
消

（平成２２年６月１８日 閣議決定）

新成長戦略（基本方針）
（平成２１年１２月３０日閣議決定）

○ 保育サービス、放課後児童クラブなど今後の子育て支援策の総合的な推進のために
策定。あわせて今後５年間の数値目標の策定

子ども・子育てビジョン（平成２２年１月２９日閣議決定）
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